
【表紙】
 

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年11月13日

【中間会計期間】 第92期中（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

【会社名】 株式会社電業社機械製作所

【英訳名】 DMW CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長

最高執行役員社長　彦坂　典男

【本店の所在の場所】 東京都大田区大森北１丁目５番１号

（同所は登記上の本店所在地で実際の業務は、下記「最寄りの連絡場所」

で行っています。）

【電話番号】 該当事項はありません。

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません。

【最寄りの連絡場所】 静岡県三島市三好町３番27号

【電話番号】 055(975)8221

【事務連絡者氏名】 取締役

上席執行役員管理本部長　山田　一弘

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社電業社機械製作所大阪支店

（大阪市中央区南本町２丁目６番12号）

株式会社電業社機械製作所名古屋支店

（名古屋市中区栄２丁目４番18号）

 

EDINET提出書類

株式会社電業社機械製作所(E01544)

半期報告書

 1/20



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第91期

中間連結会計期間
第92期

中間連結会計期間
第91期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 （百万円） 11,052 10,427 28,189

経常利益 （百万円） 633 831 3,640

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 447 772 2,615

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 999 1,557 3,604

純資産額 （百万円） 28,360 31,684 30,658

総資産額 （百万円） 35,544 38,953 41,721

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 108.08 186.17 630.73

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 79.8 81.3 73.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 2,011 8,063 527

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △204 △684 △114

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △490 △557 △839

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 7,685 12,753 5,950

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２．第92期及び第91期中間連結会計期間及び第91期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株

式が存在しないため記載していません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な

関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当中間連結会計期間の世界経済は、中東情勢の緊迫が続くなか、先行き不透明な状況が続きました。わが国経済

は、堅調な企業収益を背景に設備投資が持ち直したほか、雇用・所得環境の改善に伴い、個人消費にも持ち直しの

動きがみられました。一方、物価上昇や中東情勢に伴うエネルギー価格の動向など、景気の先行きに影響を及ぼす

リスクについては、引き続き注視が必要な状況です。

このような中で、当社グループの当中間連結会計期間における受注高は、全ての部門で増加したことから、前年

同期比126.4％の14,508百万円となりました。売上高については、前年同期比94.4％の10,427百万円となりまし

た。利益については、コスト管理を強化した大型案件の売り上げが集中したことなどにより、営業利益は前年同期

比117.8％の657百万円、経常利益は前年同期比131.3％の831百万円、親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期

比172.6％の772百万円となりました。

当社グループの売上高は、公共事業物件の割合が高いため連結会計年度末に集中する傾向があり、上半期と下半

期の業績には季節的変動があります。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ、2,767百万円減少し38,953百万円となりまし

た。これは、現金及び預金の増加6,804百万円、投資有価証券の増加1,148百万円などがあったものの、受取手

形、売掛金及び契約資産の減少10,847百万円などがあったことによるものです。

（負債）

当中間連結会計期間末の総負債は、前連結会計年度末と比べ、3,793百万円減少し7,269百万円となりました。

これは、契約負債の増加754百万円などがあったものの、支払手形及び買掛金の減少2,213百万円、電子記録債務

の減少1,037百万円、未払法人税等の減少798百万円などがあったことによるものです。

（純資産）

当中間連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ、1,025百万円増加し31,684百万円となりまし

た。これは、その他有価証券評価差額金の増加853百万円などがあったことによるものです。

この結果、自己資本比率は、81.3％（前連結会計年度末73.5％）となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より6,803百万円増加して、12,753

百万円（前年同期7,685百万円）となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、8,063百万円の増加（前年同期2,011百万円増加）となりました。これ

は、仕入債務の減少3,246百万円、法人税等の支払額978百万円などの減少要因はあったものの、売上債権の減少

10,846百万円、税金等調整前中間純利益の増加1,102百万円、契約負債の増加757百万円などの増加要因が多かっ

たことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、684百万円の減少（前年同期204百万円減少）となりました。これは、

有形及び無形固定資産の取得による支出658百万円などの減少要因が多かったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、557百万円の減少（前年同期490百万円減少）となりました。これは、

配当金の支払額539百万円などによるものです。

 

(4）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。
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(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

なお、当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、126百万円となりました。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

EDINET提出書類

株式会社電業社機械製作所(E01544)

半期報告書

 4/20



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,107,600

計 19,107,600

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,776,900 4,776,900
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式で、

単元株式数は100株

です。

計 4,776,900 4,776,900 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
― 4,776 ― 810 ― 28
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社GM INVESTMENTS 東京都中央区八重洲１丁目４番22号 5,069 12.21

電業社取引先持株会 静岡県三島市三好町３番27号 2,686 6.47

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人 株式会社日本カスト

ディ銀行）

東京都千代田区丸の内２丁目１番１号

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
1,758 4.23

光通信KK投資事業有限責任組合 東京都豊島区西池袋１丁目４番10号 1,640 3.95

株式会社明電舎 東京都品川区大崎２丁目１番１号 1,275 3.07

一般財団法人生産技術研究奨励会 東京都目黒区駒場４丁目６番１号 1,200 2.89

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 1,045 2.52

水道機工株式会社 東京都世田谷区桜丘５丁目48番16号 706 1.70

電業社従業員持株会 静岡県三島市三好町３番27号 686 1.65

株式会社鶴見製作所 大阪府大阪市鶴見区鶴見４丁目16番40号 652 1.57

計 － 16,717 40.27

　（注）　上記のほか、自己株式が6,250百株あります。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式
普通株式 625,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,141,500 41,415 同上

単元未満株式 普通株式 10,400 － －

発行済株式総数  4,776,900 － －

総株主の議決権  － 41,415 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含まれてい

ます。

２. 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式85株が含まれています。
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②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社電業社機械製作所

東京都大田区大森北

１丁目５番１号
625,000 － 625,000 13.09

計 － 625,000 － 625,000 13.09

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　また、当社は金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けています。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,037 12,841

受取手形、売掛金及び契約資産 23,569 12,721

電子記録債権 323 310

仕掛品 118 127

原材料及び貯蔵品 114 130

その他 376 544

流動資産合計 30,539 26,675

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,139 3,104

その他（純額） 1,723 1,694

有形固定資産合計 4,863 4,798

無形固定資産 279 239

投資その他の資産   

投資有価証券 4,838 5,987

その他（純額） 1,233 1,286

貸倒引当金 △33 △33

投資その他の資産合計 6,038 7,240

固定資産合計 11,181 12,278

資産合計 41,721 38,953
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,300 1,087

電子記録債務 1,617 580

未払法人税等 1,000 201

契約負債 747 1,501

受注損失引当金 211 286

製品保証引当金 380 336

賞与引当金 921 699

役員賞与引当金 129 55

その他 1,373 592

流動負債合計 9,683 5,341

固定負債   

退職給付に係る負債 703 723

繰延税金負債 536 1,069

その他 140 135

固定負債合計 1,380 1,928

負債合計 11,063 7,269

純資産の部   

株主資本   

資本金 810 810

資本剰余金 143 148

利益剰余金 28,307 28,541

自己株式 △1,359 △1,356

株主資本合計 27,902 28,143

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,788 3,641

繰延ヘッジ損益 11 △0

為替換算調整勘定 △75 △128

退職給付に係る調整累計額 31 28

その他の包括利益累計額合計 2,755 3,540

純資産合計 30,658 31,684

負債純資産合計 41,721 38,953
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

     （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 11,052 10,427

売上原価 8,585 7,797

売上総利益 2,466 2,630

販売費及び一般管理費 ※ 1,908 ※ 1,972

営業利益 558 657

営業外収益   

受取利息 19 17

受取配当金 107 126

受取賃貸料 35 35

その他 9 20

営業外収益合計 172 199

営業外費用   

賃貸費用 8 8

固定資産処分損 74 5

支払保証料 5 6

その他 8 4

営業外費用合計 96 25

経常利益 633 831

特別利益   

投資有価証券売却益 － 270

特別利益合計 － 270

税金等調整前中間純利益 633 1,102

法人税、住民税及び事業税 106 192

法人税等調整額 78 137

法人税等合計 185 329

中間純利益 447 772

親会社株主に帰属する中間純利益 447 772
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 447 772

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 598 853

繰延ヘッジ損益 2 △11

為替換算調整勘定 △55 △53

退職給付に係る調整額 6 △3

その他の包括利益合計 551 784

中間包括利益 999 1,557

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 999 1,557
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

     （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 633 1,102

減価償却費 297 327

株式報酬費用 3 3

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △33 △48

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 0 16

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △53 △73

受注損失引当金の増減額（△は減少） 44 74

賞与引当金の増減額（△は減少） △69 △220

製品保証引当金の増減額（△は減少） △13 △44

受取利息及び受取配当金 △127 △143

固定資産売却損益（△は益） △0 △0

固定資産処分損益（△は益） 74 5

売上債権の増減額（△は増加） 6,832 10,846

棚卸資産の増減額（△は増加） △16 △24

投資有価証券売却損益（△は益） － △270

その他の資産の増減額（△は増加） 137 207

仕入債務の増減額（△は減少） △4,643 △3,246

未払消費税等の増減額（△は減少） △71 △125

契約負債の増減額（△は減少） 338 757

その他の負債の増減額（△は減少） △314 △244

小計 3,018 8,897

利息及び配当金の受取額 126 143

法人税等の支払額 △1,133 △978

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,011 8,063

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △167 △36

定期預金の払戻による収入 46 31

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入
200 －

有形固定資産の取得による支出 △235 △658

無形固定資産の取得による支出 △51 △18

有形固定資産の売却による収入 － △0

貸付金の回収による収入 2 0

貸付けによる支出 △1 △0

投資その他の資産の増減額（△は増加） 2 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △204 △684

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △13 △17

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △476 △539

財務活動によるキャッシュ・フロー △490 △557

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11 △17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,305 6,803

現金及び現金同等物の期首残高 6,380 5,950

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 7,685 ※ 12,753
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日 至　2025年９月30日）及び当中間連結会計期間（自　2026年４月１

日 至　2026年９月30日）

　当社グループの売上高は、公共事業物件の割合が高いため、連結会計年度末に集中する傾向があり、上半期と

下半期の業績には季節的変動があります。

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

給与手当 677百万円 691百万円

賞与引当金繰入額 281 280

役員賞与引当金繰入額 46 48

退職給付費用 40 31
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

です。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 7,936百万円 12,841百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △250 △88

現金及び現金同等物 7,685 12,753

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月22日

取締役会
普通株式 476 115.0 2025年３月31日 2025年６月10日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月14日

取締役会
普通株式 331 80.0 2025年９月30日 2025年12月10日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月21日

取締役会
普通株式 539 130.0 2026年３月31日 2026年６月９日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月13日

取締役会
普通株式 332 80.0 2026年９月30日 2026年12月10日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）及び当中間連結会計期間（自　2026年４月

１日　至　2026年９月30日）

　当社グループは、風水力機械の製造・据付・販売を専ら事業としており、製品の性質、製造方法、販売市場

等の類似性から判断して単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しています。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

収益の認識時期

（単位：百万円）

 

製品機種区分

合計
ポンプ 送風機 バルブ その他

一時点で移転される財 394 145 3 20 564

一定の期間にわたり移転
される財

6,946 3,023 84 433 10,487

顧客との契約から生じる
収益

7,340 3,169 87 454 11,052

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 7,340 3,169 87 454 11,052

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

収益の認識時期

（単位：百万円）

 

製品機種区分

合計
ポンプ 送風機 バルブ その他

一時点で移転される財 362 182 3 25 574

一定の期間にわたり移転
される財

6,758 2,693 87 315 9,853

顧客との契約から生じる
収益

7,120 2,875 90 341 10,427

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 7,120 2,875 90 341 10,427
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益 108円08銭 186円17銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 447 772

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
447 772

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,143 4,151

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

（重要な後発事象）

該当事項ありません。

 

２【その他】

（１）期末配当

2026年５月21日開催の取締役会において、2026年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次の

とおり配当を行うことを決議しました。

①期末配当による配当金の総額　　　　　　　　　539百万円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　130円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払い開始日　　　2026年６月９日

 

（２）中間配当

2026年11月13日開催の取締役会において、2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次の

とおり中間配当を行うことを決議しました。

①中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　332百万円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　80円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払い開始日　　　2026年12月10日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

   ２０２６年１１月１３日

株式会社電業社機械製作所

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 葛貫　誠司

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 白鳥　大輔

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電業

社機械製作所の２０２６年４月１日から２０２７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２６年４月

１日から２０２６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社電業社機械製作所及び連結子会社の２０２６年９月３０

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結
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財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）　１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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